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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半導体基板と、
　コイル内の変化する電流に応答して、前記コイルがその上で支持される前記半導体基板
の表面に平行な方向を有する変化する磁場を提供するように構成される、前記コイルと、
　１つのブリッジ構成で配置される４つ以上の磁場感知素子であって、前記半導体基板に
よって支持され、ターゲットによって引き起こされる前記変化する磁場の変化を検出する
ことにより、前記ターゲットを検出する、４つ以上の磁場感知素子と
　を備え、
　前記１つのブリッジ構成で配置される前記磁場感知素子のうちの第１の対の磁場感知素
子は、前記コイルの一端部に配置され、前記１つのブリッジ構成で配置される前記磁場感
知素子のうちの第２の対の磁場感知素子は、前記コイルの反対側の端部に配置される、磁
場センサ。
【請求項２】
　前記コイルは、前記半導体基板の表面に配置された少なくとも１つの金属層から形成さ
れる、請求項１に記載の磁場センサ。
【請求項３】
　複数の前記磁場感知素子は、巨大磁気抵抗（ＧＭＲ）トランスデューサを含む、請求項
１に記載の磁場センサ。
【請求項４】
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　前記磁場感知素子は、ホール素子である、請求項１に記載の磁場センサ。
【請求項５】
　前記コイルに接続された電流源を更に含む、請求項１に記載の磁場センサ。
【請求項６】
　前記コイルに接続されたパルス電流源又は過渡電流源を更に含む、請求項１に記載の磁
場センサ。
【請求項７】
　前記コイルは、前記半導体基板の上方又は下方に配置される、請求項１に記載の磁場セ
ンサ。
【請求項８】
　前記コイルは、前記半導体基板と同一のパッケージに含まれる、別個に形成された要素
である、請求項１に記載の磁場センサ。
【請求項９】
　磁場を検出する方法であって、
　半導体基板を用意するステップと、
　コイルがその上で支持される前記半導体基板の表面に平行な方向を有する変化する磁場
を前記コイルが生成するように、変化する電流を前記コイルを通して駆動するステップと
、
　ターゲットによって引き起こされる前記変化する磁場の変化を検出することにより、前
記半導体基板に支持される磁場感知素子によって、前記ターゲットを検出するステップと
、
　１つのブリッジ構成で配置される４つ以上の磁場感知素子の形で前記磁場感知素子を用
意するステップと、
　前記１つのブリッジ構成で配置される前記磁場感知素子のうちの第１の対の磁場感知素
子を、前記コイルの一端部に配置するステップと、
　前記１つのブリッジ構成で配置される前記磁場感知素子のうちの第２の対の磁場感知素
子を、前記コイルの反対側の端部に配置するステップと
　を含む、方法。
【請求項１０】
　前記コイルを、前記半導体基板の表面に配置された１つ又は複数の金属層から形成する
ステップを更に含む、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記磁場感知素子を、ホール素子の形で用意するステップを更に含む、請求項９に記載
の方法。
【請求項１２】
　前記コイルにパルス電流又は過渡電流を供給するステップを更に含む、請求項９に記載
の方法。
【請求項１３】
　前記コイルを前記半導体基板の上面又は下面に取り付けるステップを更に含む、請求項
９に記載の方法。
【請求項１４】
　前記コイルを前記半導体基板と同一のパッケージの内部に別個に形成された要素として
用意するステップを更に含む、請求項９に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　[0001]本開示は、磁場センサ、より詳細には、集積されたコイル又は磁石を有する磁場
センサに関する。
【背景技術】
【０００２】
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　[0002]ホール効果素子、磁気抵抗素子、磁気トランジスタを含むがそれらに限定されな
い様々な種類の磁場感知素子がある。また、周知のように、様々な種類のホール効果素子
、例えば、平面ホール素子、縦型ホール素子、及び円型縦型ホール（ＣＶＨ：ｃｉｒｃｕ
ｌａｒ　ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ｈａｌｌ）素子がある。また、周知のように、様々な種類の
磁気抵抗素子、例えば、異方性磁気抵抗素子（ＡＭＲ：ａｎｉｓｏｔｒｏｐｉｃ　ｍａｇ
ｎｅｔｏｒｅｓｉｓｔａｎｃｅ　ｅｌｅｍｅｎｔ）、巨大磁気抵抗（ＧＭＲ）素子、トン
ネリング磁気抵抗（ＴＭＲ：ｔｕｎｎｅｌｉｎｇ　ｍａｇｎｅｔｏｒｅｓｉｓｔａｎｃｅ
）素子、アンチモン化インジウム（ＩｎＳｂ）素子、及び磁気トンネル接合（ＭＴＪ：ｍ
ａｇｎｅｔｉｃ　ｔｕｎｎｅｌ　ｊｕｎｃｔｉｏｎ）素子がある。
【０００３】
　[0003]ホール効果素子は、磁場の強さに比例した出力電圧を生み出す。対照的に、磁気
抵抗素子は、磁場に比例して抵抗を変化させる。回路において、磁気抵抗素子を通して電
流を誘導し、磁場に比例した電圧出力信号を生み出すことができる。
【０００４】
　[0004]磁場感知素子を使用する磁場センサは、電流搬送導体によって運ばれる電流によ
って生み出される磁場を感知する電流センサ、強磁性物体又は磁性物体の近接を感知する
磁気スイッチ（本明細書において、近接検出器とも称される）、通過する強磁性物品、例
えば、歯車の歯を感知する回転検出器、及び磁場又は磁場の磁束密度を感知する磁場セン
サなどの、様々な装置で使用される。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　変化する磁場を生成する磁気センサのための方法及び装置を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　[0005]本発明の例示的な実施形態は、集積されたコイルと、励起されたコイルによって
生み出される磁場における、強磁性体の歯車の歯などのターゲットの移動に起因する変化
を検出する感知素子と、を有する磁気センサのための方法及び装置を提供する。一実施形
態において、感知素子は、巨大磁気抵抗（ＧＭＲ）素子を備え、これは比較され得るホー
ル素子よりも、より磁場変化に対して敏感である。ＧＭＲトランスデューサは、ブリッジ
構成された複数のＧＭＲ素子を備え得、この場合においては、Ｈ－ブリッジのＧＭＲ素子
の第１の組は、コイルの一端部に配置され得、ＧＭＲ素子の第２の組は、コイルの反対側
の端部に配置され得る。代替的には、磁場感知素子は、ホール素子でもよい。
【０００７】
　[0006]一実施形態において、磁場センサは、半導体基板と、コイル内の変化する電流に
応答して、変化する磁場を提供するように構成されるコイルと、基板に支持され、強磁性
ターゲットの存在によって影響を受けた磁場を感知するように構成される磁場感知素子と
、を含む。電流は、コイルに接続されたパルス電流源又は過渡電流源によって提供され得
る。特徴として、以下のうちの１つ又は複数を含み得る。コイルは、基板の表面に配置さ
れた少なくとも１つの金属層から形成され得る。磁場感知素子の少なくとも一部分は、コ
イルのループの内部に配置され得る。電流源が、コイルに接続され得る。コイルは、基板
の上方又は下方に配置され得る。コイルは、基板と同一のパッケージに含まれる、別個に
形成された要素であり得る。
【０００８】
　[0007]別の実施形態において、磁場を検出する方法は、半導体基板を用意するステップ
と、コイルが変化する磁場を生み出すように、変化する電流をコイルに駆動するステップ
と、強磁性ターゲットの近接に起因する変化する磁場の変化を、基板に支持される磁場感
知素子によって感知するステップと、を含む。特徴として、以下のうちの１つ又は複数を
含み得る。方法は、誘導コイルを、基板の表面に配置された１つ又は複数の金属層から形
成するステップ及び／又はブリッジ構成された複数のＧＭＲ素子の形で磁場感知素子を用



(4) JP 6427184 B2 2018.11.21

10

20

30

40

50

意するステップを含み得、この場合、ＧＭＲ素子の第１の組は、誘導コイルの一端部に配
置され得、ＧＭＲ素子の第２の組は、コイルの反対側の端部に配置され得る。磁場感知素
子の少なくとも一部分は、誘導コイルのループの内部に配置され得る。磁場感知素子は、
ホール素子の形で用意され得る。方法は、コイルにパルス電流又は過渡電流を供給するス
テップと、コイルを基板の上面又は下面に取り付けるステップと、及び／又はコイルを基
板と同一のパッケージの内部の別個に形成された要素として用意するステップと、を含み
得る。
【０００９】
　[0008]図面は、開示される技術の説明に役立ち、様々な例示的実施形態を図示する。そ
れらは、本発明の範囲を限定することを意図しておらず、また、すべての可能な実施形態
を提供することも意図していない。図中の類似の数字は類似の要素を表す。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】[0009]集積されたコイルを有する磁気センサの実施形態の図である。
【図２】[0010]磁気センサシステムの回路図である。
【図３】[0011]集積されたコイルを有する磁気センサの別の実施形態の図である。
【図４Ａ】[0012]例示的コイルの上面図である。
【図４Ｂ】例示的コイルの上面図である。
【図５】[0013]集積されたコイル及びターゲットを有する磁気センサの実施形態の図であ
る。
【図６】[0014]集積されたコイルを有する磁気センサの実施形態の図である。
【図７】[0015]集積されたコイルを有する磁気センサの実施形態の図である。
【図８】[0016]磁気センサ組立体の図である。
【図９】[0017]磁気センサ組立体の分解図である。
【図１０Ａ】[0018]磁気センサ及びターゲットの図である。
【図１０Ｂ】磁気センサ及びターゲットの図である。
【図１１】[0019]ターゲットを感知するための方法の流れ図である。
【図１２】[0020]ターゲットを感知するための方法の流れ図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　[0001]本発明について説明する前に、いくつかの情報が提供される。本明細書において
使用されるとき、「磁場感知素子」という用語は、磁場を感知することができる様々な電
子的素子を記述するために使用される。磁場感知素子は、ホール効果素子、磁気抵抗素子
、又は磁気トランジスタとすることができるが、これらに限定されない。周知のように、
様々な種類のホール効果素子、例えば、平面ホール素子、縦型ホール素子、及び円型縦型
（ＣＶＨ）ホール素子がある。また、周知のように、様々な種類の磁気抵抗素子、例えば
、アンチモン化インジウム（ＩｎＳｂ）などの半導体磁気抵抗素子、巨大磁気抵抗（ＧＭ
Ｒ）素子、異方性磁気抵抗素子（ＡＭＲ）、トンネリング磁気抵抗（ＴＭＲ）素子、及び
磁気トンネル接合（ＭＴＪ）がある。磁場感知素子は、単一の素子であっても、又は、様
々な構成、例えば、ハーフブリッジ又はフル（ホイートストン）ブリッジに構成された２
つ以上の磁場感知素子を含んでもよい。装置の種類及び他の適用要件に応じて、磁場感知
素子は、シリコン（Ｓｉ）若しくはゲルマニウム（Ｇｅ）などのタイプＩＶの半導体材料
、又はガリウムヒ素（ＧａＡｓ）若しくはインジウム化合物、例えば、アンチモン化イン
ジウム（ＩｎＳｂ）のようなタイプＩＩＩ－Ｖの半導体材料から形成される装置であって
よい。
【００１２】
　[0002]周知のように、上述の磁場感知素子のうちのいくつかは、磁場感知素子を支持す
る基板に平行な最大感度の軸を有する傾向があり、上述した磁場感知素子のうちの他のも
のは、磁場感知素子を支持する基板に垂直な最大感度の軸を有する傾向がある。特に、平
面ホール素子は、基板に対して垂直な感度の軸を有する傾向があり、一方、金属ベースの
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又は金属の磁気抵抗素子（例えば、ＧＭＲ、ＴＭＲ、ＡＭＲ）及び縦型ホール素子は、基
板に平行な感度の軸を有する傾向がある。
【００１３】
　[0003]本明細書において使用されるとき、「磁場センサ」という用語は、磁場感知素子
を使用、概して他の回路と組合わせて使用する回路を記述するために使用される。磁場セ
ンサは、磁場の方向の角度を感知する角度センサ、電流搬送導体によって運ばれる電流に
よって生み出される磁場を感知する電流センサ、強磁性物体の近接を感知する磁気スイッ
チ、通過する強磁性物品、例えば、リング磁石又は強磁性ターゲット（例えば、歯車の歯
）の磁気領域を感知し、磁場センサはバックバイアスのかかった又は他の磁石と組合わせ
て使用される回転検出器、及び磁場の磁場密度を感知する磁場センサを含むがこれらに限
定されない様々な用途で使用される。本明細書において使用されるとき、「ターゲット」
という用語は、磁場センサ又は磁場感知素子によって感知又は検出されるべき物体を記述
するために使用される。
【００１４】
　[0004]図１は、磁場センサ１０及びターゲット１２の例示的実施形態の図である。磁場
センサ１０は、パッケージ１４と、感知素子１６（トランスデューサ）と、コイル１８と
、を含み得る。半導体ダイ又は集積回路２０と、リードフレーム２２と、リード２４ａ及
び２４ｂと、もまた含まれる。ワイヤーボンド２６及び２８はダイ２０をリード２４ａ及
び２４ｂに接続する。他の実施例において、ダイ２０は、半田バンプ、半田ボール、又は
ピラーバンプを含むがこれらに限定されない他の標準的なパッケージ方法を使用してリー
ド２４ａ及び２４ｂに接続されてもよい。他の実施形態において、ダイは、例えば、フリ
ップチップ、（ｆｌｉｐ－ｃｈｉｐ）又はチップオンリード（ｃｈｉｐ－ｏｎ－ｌｅａｄ
）構成で取り付けられてもよい。
【００１５】
　[0005]一実施形態において、ターゲット１２は、磁場を生成又は提供する。例えば、実
施形態において、ターゲット１２は、磁場を生成する硬強磁性ターゲットを備える。代替
的には、ターゲット１２は、電磁石又は他の種類の回路を含むがそれに限定されない、磁
場を生成する任意の種類の材料でよい。実施形態において、ターゲット１２は、内部に渦
電流を誘導可能な非強磁性材料をも備え得る。ターゲット１２は、ターゲットに近い又は
近接した磁場の大きさ及び／又は方向を変化させる軟強磁性材料をも備え得る。
【００１６】
　[0006]パッケージ１４は、プラスチックパッケージ、セラミックパッケージ、ガラス密
封セラミックパッケージ（ｇｌａｓｓ　ｓｅａｌｅｄ　ｃｅｒａｍｉｃ　ｐａｃｋａｇｅ
）、低温共焼成セラミック、又はチップオンボード封入剤を含むがそれに限定されない、
当技術分野で周知の任意の種類のチップ又は集積回路パッケージでよい。半導体ダイ２０
は、コイル１８及び感知素子１６を駆動する１つ又は複数の集積回路を備え得る。
【００１７】
　[0007]いくつかの実施形態において、コイル１８は、磁場を生成する。コイル１８は、
材料中を流れる電流によって電圧を加えられた際に磁場を誘導する導電性材料のコイルで
ある。集積回路２０は、コイル１８に変化する電流を駆動し、コイル１８によって生成さ
れる変化する磁場をもたらすように構成され得る。変化する電流は、交流電流、傾斜電流
（ｒａｍｐｅｄ　ｃｕｒｒｅｎｔ）、パルス電流、過渡電流、又は同じように変化する、
すなわち相補形の磁場をコイル１８に生成させる任意の種類の電流でよい。コイル１８に
よって生成される変化する磁場は、ターゲット１２の本体及び／又はターゲット１２中の
誘導渦電流と交差するのに十分な大きさを有し得る。
【００１８】
　[0008]図１に図示されるように、コイル１８は、集積回路２０に隣接する。しかしなが
ら、これは必須ではない。様々な実施形態において、コイル１８は、コイル１８によって
生成される磁場がターゲット１２に渦電流を生み出し、感知素子１６によって検出される
ことを可能にする任意の位置に配置されてよい。したがって、コイル１８は、パッケージ
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１４の内部、集積回路２０の表面上、パッケージ１４の外部、パッケージ１４の表面上、
集積回路２０とは独立したパッケージ１４の内部の別個の基板上などに配置され得る。
【００１９】
　[0009]コイル１８は、パッケージ１４から独立していてもよく、例えば、パッケージ１
４から離間して実装されてもよい。コイル１８は、それ自体のパッケージに封入されても
よい。実施形態において、コイル１８がパッケージ１４から離間しているならば、コイル
１８は、リード２４ａ及び２４ｂなどのリードを介して集積回路２０に電気的に接続され
得る。他の実施形態において、コイル２０は、磁場を生成するためにコイル１８に電流を
駆動し得る別個の回路に、電気的に接続され得る。静的であるか、ゆっくりと変化するか
、又は殆ど一定である磁場が望まれる他の実施形態において、コイル１８は、硬強磁性材
料（すなわち、永久磁石）によって置き換えられてもよい。硬強磁性材料もまた、強磁性
材料が感知素子１６によって検出されることを可能にする任意の位置に配置されてよい。
したがって、強磁性材料は、パッケージ１４の内部、集積回路２０の表面上、パッケージ
１４の外部、パッケージ１４の表面上、集積回路２０とは独立したパッケージ１４の内部
の別個の基板上などに配置され得る。強磁性材料は、パッケージ１４から独立していても
よく、例えば、パッケージ１４から離間して実装されてもよい。
【００２０】
　[0010]感知素子１６は、磁場感知素子、又は磁場を検出し得、検出した磁場に応答して
電気信号を生成し得る任意の他の種類の回路でよい。信号の強さ又は大きさは、検出され
る磁場の強さ又は大きさに比例し得る。一実施形態において、感知素子１６は、ホール効
果素子、磁気抵抗素子又は回路、巨大磁気抵抗（ＧＭＲ）素子又は回路などである。
【００２１】
　[0011]動作の際、感知素子１６は、コイル１８によって生成される磁場を検出し、ター
ゲット１２の存在に影響を受ける。ターゲット１２が存在しないとき、検出される磁場は
（したがって、結果として感知素子１６によって生成される信号は）、既知の値を有する
。この既知の値が検出されるとき、それはターゲット１２が存在しないことを示す。
【００２２】
　[0012]ターゲット１２が、センサ１０に対して移動すると、ターゲット１２は、コイル
１８によって生み出され、感知素子１６によって検出される磁場に影響を与える。ターゲ
ット１２はそれ自体の磁場を生成し得ることを思い出されたい。したがって、ターゲット
１２がセンサ１０に接近すると、ターゲット１２によって生成される磁場は、コイル１８
によって生成される磁場と結合される。したがって、ターゲット１２の存在は、コイル１
８によって生成される磁場の既知の値の動揺又は変動を引き起こす。これらの動揺は、感
知素子１６によって検出され得る。例えば、感知素子１６によって検出される磁束は、タ
ーゲット１２によって生成される磁場とコイル１８によって生成される磁場とのベクトル
和である。それ故、感知素子１６によって生成される信号は、２つの磁場の結合、すなわ
ち、結合された磁場の大きさを表す。実施形態において、ターゲット１２は、コイル１８
によって生成される磁場に及ぼす影響が大きくなるように配置され得る。例えば、磁場の
可算的な影響を増加するために、ターゲット１２は、その磁場ベクトルがコイル１８の磁
場ベクトルと一直線になる（すなわち、同じ方向若しくは反対方向を向くか、及び／又は
整列する）ように、及び／又はターゲット１２がコイル１８にできる限り近くなるように
配置され得る。
【００２３】
　[0013]集積回路２０は、検出される磁場の大きさをコイル１８によって生成される磁場
の期待値と比較し得る。測定された値が期待値と異なるならば、それはターゲット１２の
存在又は近接を示す。実施形態において、集積回路は、ターゲット１２の相対距離もまた
検出し得る。例えば、ターゲット１２の磁場は、ターゲット１２がセンサ１０のより近く
に接近すると、ターゲット１２によって生成される磁場が、コイル１８によって生成され
る磁場に対してより大きな影響を持つように、整列され得る。したがって、ターゲット１
２がセンサ１０に接近すると、測定された磁場と期待される磁場との間により大きな差を
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作り出す。この差が変化することにより、センサ１０は、ターゲット１２とセンサ１０と
の間の相対距離を示すことができる。測定された、結合された磁場に基づいて、センサ１
０はターゲットの存否を検出することもできる。
【００２４】
　[0014]一実施形態において、ターゲット１２は、動作中に、センサ１０に向かって及び
／又はセンサ１０から離れるように移動し得る。感知素子において磁場を測定することに
よって、センサ１０は、ターゲット１２の存在及び／又は近接を検出できる。一実施形態
において、ターゲット１２は、回転する車輪又は歯車の（歯などの）特徴（ｆｅａｔｕｒ
ｅ）であり得る。歯がセンサ１０のそばを通過すると、センサ１０は、歯車の歯又は谷（
すなわち間隙）がセンサ１０に隣接するか否かを示す信号を（例えば、ピン２４ａ及び／
又は２４ｂを介して）作り出すことができる。歯が存在するならば、センサ１０は、歯と
センサ１０との間の相対距離を示すこともできる。例えば、センサ１０によって生成され
る信号は、歯の近接の感知に基づいて、振幅において変化し得る。更に、歯が存在しない
ならば、センサ１０は、信号の振幅に基づいて、間隙の相対距離（例えば、相対深さ）を
示すこともできる。当然のことであるが、センサ１０によって生成される信号は、アナロ
グ信号又はデジタル信号であり得、又は切り替えられ得る。信号が切り替えられるならば
、高出力はターゲット１２（又はその歯）の存在を示し得、低出力はターゲット１２の非
存在を示し得、又はその逆である。
【００２５】
　[0015]図２を参照すると、ターゲット１２の速度、方向及び／又は近接を検出するため
の回路３０の例が図示されている。調整可能な変化する電流源３２は電流ドライバ３４及
び３６を制御し、電流ドライバ３４及び３６はコイル１８を駆動して、信号線３８に差動
電流を生成する。変化する電流源は、交流電流源、傾斜電流源、スイッチド電流源、パル
ス電流源、過渡電流源、又は時間とともに大きさの変わる電流を作り出す任意の他の電流
源でよい。コイル１８を流れる電流は、感知素子１６によって検出される変化する磁場を
生成する。（図２において、感知素子１６は巨大磁気抵抗（ＧＭＲ）ブリッジとして図示
される。）感知素子１６は、信号線４０に差動電圧信号を生成する。差動電流増幅器４２
はコイル１８に印加される差動電流を増幅し、ピーク検出器４４と結合する。差動電圧増
幅器４６は、感知素子１６から差動電圧信号を受信し、ピーク検出器４８と結合する。比
較器５０は、ピーク検出器４４及び４８からの信号を比較し、出力信号５２を生成する。
【００２６】
　[0016]コイルドライバ３４及び３６によって生成される電流、及び増幅器４６及び４２
の出力は、調整可能である。したがって、ターゲット１２が存在しないとき、信号線３８
の差動電流は既知の値になり、信号線４０の感知素子１６によって生成される差動電圧は
既知の値となる。ターゲット１２が感知素子１６に対して移動すると、ターゲット１２に
よって影響を受けた磁場は、信号線４０の差動電圧に影響を与え得る。この変化は、信号
線３８の既知の値と比較され得る。したがって、ターゲット１２の存在及び／又は近接は
、増幅器４６、ピーク検出器４８及び／又は比較器５０の出力を変化させ得る。
【００２７】
　[0017]図３は、図１のセンサ１０の代替的実施形態を図示する。図３において、コイル
１８は、コイル１８によって生成される磁場ベクトルが集積回路２０の上面と平行になる
ように配置される。この配列において、感知素子１６は、複数の構成部品（例えば、複数
のホール効果素子及び／又は複数のＧＭＲ素子）を備え得、それらは、コイル１８のどち
らの側にも配置される。この配列は、ターゲット１２がセンサ１０のどちらかの「側」に
位置するときに、ターゲット１２を検出するセンサ１０の能力を最適化又は向上させ得る
。コイル１８によって生成される磁場ベクトルは、矢印３００又は矢印３０２によって図
示される方向を有するので（コイル１８を流れる電流の方向に依存する）、ターゲット１
２がセンサ１０のどちらかの側に位置するとき、ターゲット１２によって生成される磁場
は、感知素子１６によって検出される磁場により大きな影響を有し得る。
【００２８】
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　[0018]図４は、オンチップコイル４００及び感知素子４０２の上面図である。実施形態
において、コイル４００は、コイル１８と同一又は類似のものでよく、感知素子４０２は
、感知素子１６と同一又は類似のものでよい。コイル４００は、図３に示されるような環
状コイルを備え得る。あるいは、コイル４００は、加工された実質的に２次元的な要素を
備え得る。例えば、コイル４００は、集積回路２０の表面にマスクされ、加工されて、集
積回路２０の異なる２つのレベル又は層の上に、直線及び斜線の金属ラインの交互のパタ
ーンを作り出す導電層であってもよい。このパターンは、加工プロセス及び使用されるデ
ザインに応じて、単一の導電層又は複数の導電層から集積回路２０上に形成され得る。図
４に示されるように、導電層は、例えば、複数の金属層で形成される。単一の導電層の例
としては、導体がジグザグ形をしているが自分自身と交差することはない、蛇行パターン
（ｍｅａｎｄｅｒ　ｔｙｐｅ　ｏｆ　ｐａｔｔｅｒｎ）がある。
【００２９】
　[0019]集積回路２０がプリントされたコイルに電流を駆動すると、上述のようにコイル
は磁場を生成する。図３に図示されるコイルと同様に、コイル４００は、ダイ又は基板の
表面と接する（平行な）磁場ベクトルを生成し得る。感知素子４０２は、ＧＭＲ素子４０
６、４０８、４１０、及び４１０を備え得る。これらのＧＭＲ素子は、磁場への感度を増
加させるために、コイル４００のどちらの側にも、コイル４００によって生成される磁場
ベクトルと一直線に配置され得る。
【００３０】
　[0020]図４Ｂは、オンチップコイル１５２と、感知素子１５６を支持するダイ１５４と
、を有する例示的な磁場センサの代替的な上面レイアウトを図示する。感知素子１５６は
、コイル１５２に近接して配置される。単純化のために、磁場センサの他の回路は省略さ
れている。
【００３１】
　[0021]図４Ｂに図示された実施形態において、感知素子１５６の位置は、コイル１５２
の一「側」と整列する。すなわち、感知素子１５６は、ダイの一側に対して電流が同じ方
向に流れるコイル１５２の一部分と整列する。感知素子の位置に対するコイルの他の配列
も可能である。例えば、感知素子は、コイルに対して全体的に中央に位置してもよい。そ
のような実施形態においては、平面ホール素子を備える感知素子が好適であり得る。また
、再び図４Ｂに図示される例示的実施形態を参照すると、コイル１５２は、感知素子１５
６の上方に位置するように示されている。しかしながら、コイル１５２は、代わりに、感
知素子１５６の下方に配置されてもよいことは理解されよう。他の実施形態において、コ
イル１５２は、感知素子１５６の上方及び下方に層又は導体を有し得る。後者の配列にお
いては、コイルは、標準的なＩＣプロセスで加工され、次いで、別個のプロセスにおいて
感知素子１５６と一体化される。図示される実施形態は、縦型ホール素子、ＧＭＲ、ＡＭ
Ｒ、スピンバルブ（ｓｐｉｎ－ｖａｌｖｅ）、又はＴＭＲ素子などの、ダイの面において
感度の良いセンサのために有利である。
【００３２】
　[0022]センサ及び基板材料の選択によって材料及びコイルが短絡しないように求められ
る場合は、絶縁層がコイルとセンサ材料及び／又はダイ基板との間に配置されてもよい。
【００３３】
　[0023]コイルの特定の大きさ及び形状は、特定の適用例での必要に応じるように変化し
得る。コイルは、（図４Ａ及び図４Ｂの上面図において図示されるような）正方形若しく
は長方形、又は円形、楕円形などの他の形状、又は複数の層など、巻き（ｔｕｒｎｓ）が
任意の実用的な形状を有するように形成され得る。
【００３４】
　[0024]例示的な「オンチップ」コイルの実施形態において、コイルは、当業者には周知
である従来の堆積及び／又はエッチングプロセス、又はパターニング及び電気めっきプロ
セスを使用して形成される。概して、部分的には電圧分離要件及び必要とされる磁気結合
の結果として、コイルから感知素子までの間隔は変化し得、磁気結合とは、コイルを流れ
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る電流のｍＡ又は他の単位当たりのコイルによって生成される磁場である。概して、磁気
結合レベルが高いほど、所与の磁場レベルに対してより少ない電力を使用する。装置内の
他の電機層とのコイルの短絡を防ぐために、コイルとセンサ及び／又は他のダイ材料との
間に絶縁層が配置されてよいことも理解される。
【００３５】
　[0025]図４Ｂにおいて、コイルは平面的な螺旋形状を有するように図示されている。バ
イア及び結線は（明確さのために）図では省略されているが、当業者には明らかであろう
。他の金属形状と同様に複数の金属層が使用され得ることを理解されたい。蛇行コイル及
びソレノイドを含むがそれに限定されない他のコイル形状が使用されてもよい。例えば、
実質的に均一な径のコイルの巻きを有する筒状コイル（すなわち、ソレノイドタイプコイ
ル）が使用され得る。コイル装置は、コイルによって生み出される磁束の改良のために、
軟磁性材料から形成され得る磁束集中器を含み得る。例えば、コイルによって生み出され
る磁場を集中させるために、軟強磁性コアがソレノイドタイプコイルの内側に設けられ得
る。
【００３６】
　[0026]筒状コイルでは、磁力線の方向はコイルの長さ方向（つまり、コイルの長手方向
経路）と平行になる。平面的な螺旋のコイルデザインでは、コイルの中心での磁力線の方
向は、コイル面に対して実質的に垂直になるが、コルの巻きの下ではダイ表面に対して実
質的に平行になる。感知素子の適切な位置及び種類を選ぶ際には、様々な位置におけるコ
イルによって生み出される場の方向についての考慮がなされ得る。
【００３７】
　[0027]図４Ａ及び図４Ｂに図示される「オンチップ」コイルの大きさは、センサ、セン
サ組立体又は適用例の他の場所に位置するコイルよりもかなり小さくなる傾向があること
が理解されよう。比較的小さな「オンチップ」コイルによって生み出される磁場は特段に
強いものではないので、オンチップコイルデザインにはＧＭなどの高感度素子の方が、ホ
ール素子などの感度の低い種類の素子よりもより適し得る。
【００３８】
　[0028]導電コイルをセンサダイ上に提供するための更なる詳細又は代替的な技術は、２
０１２年５月１０日に出願された「Ｍｅｔｈｏｄｓ　ａｎｄ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ　ｆｏ
ｒ　Ｍａｇｎｅｔｉｃ　Ｓｅｎｓｏｒ　Ｈａｖｉｎｇ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｏｉｌ
（集積されたコイルを有する磁場センサのための方法及び装置）」と題される米国特許出
願第１３／４６８，４７８号、及び米国特許公開第２０１０／００２１１３４７号、米国
特許第８，０３０，９１８号、及び米国特許第８，０６３，６３４号を参照することで得
ることができ、これらはそれぞれ、本願の譲受人に譲渡され、その全体が参照によって本
明細書に組み込まれる。
【００３９】
　[0029]図５を参照すると、磁場センサ１６０の別の実施形態は、磁場感知素子又は感知
素子１６４がその中に形成される第１の活性面１６２ａ及びリードフレーム１６８の第１
の面１６８ａのダイ取付領域１６６に取り付けられる第２の反対の面１６２ｂを有する半
導体ダイ１６２と、ダイ及びリードフレームの少なくとも一部分を取り囲む非導電性モー
ルド材料１７０からなる第１のモールド部と、非導電性モールド材料に固定される第２の
モールド部１７２と、を含む。非導電性材料又は強磁性材料であり得る第２のモールド部
１７２は、リードフレーム１６８に近接する第１の端部１７２ａからリードフレームから
遠位にある第２の端部１７２ｂに向かって先細り形状になるように図示されているが、こ
れは必須ではない。
【００４０】
　[0030]本実施形態及び他の実施形態における感知素子１６４は、感知素子１６と同一又
は類似のものでよい。
【００４１】
　[0031]本明細書において、半導体ダイ１６２の活性面１６２ａは、ある種の磁場素子（
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例えば、ホール板（Ｈａｌｌ　ｐｌａｔｅ））の場合のように、その「中（ｉｎ）」に磁
場感知素子が配置又は形成される面として説明されるが、素子は、活性半導体面の「上方
（ｏｖｅｒ）」又は「表面上（ｏｎ）」に配置（例えば、磁気抵抗素子）されてもよいこ
とが、当業者には理解されよう。しかしながら、説明の単純化のために、本明細書におい
て説明される実施形態は、任意の好適な種類の磁場感知素子を使用し得るが、そのような
素子は、本明細書においては、全体的に、活性半導体面の「中」に形成又は配置されるも
のとして説明される。
【００４２】
　[0032]使用に際しては、本明細書で説明される他のセンサの実施形態と同様に、磁場セ
ンサ１６０は、図示されている歯車１２’などの強磁性ターゲットに近接して配置され得
、磁場感知素子１６４は物品１２’に隣接し、したがって物品の移動によって変化する磁
場に晒される。磁場感知素子１６４は、磁場に比例した磁場信号を生み出す。
【００４３】
　[0033]磁場センサ１６０は概して、感知素子１６４によって提供される磁場信号を処理
するために、ダイ１６２の活性面１６２ａ中に形成された追加的な回路を含む。リードフ
レーム１６８は、回路を電源やマイクロコンピュータなどのシステム構成部品（不図示）
に接続するためのリード１７４ａ～１７４ｃを含む。リード１７４ａ～１７４ｃと半導体
ダイ１６２との間の電気的接続は、図示されるように、それぞれワイヤーボンド１７６ａ
～１７６ｃによって提供され得る。センサ１６０は３本のリード１７４ａ～１７４ｃを含
むように図示されているが、様々な本数のリードが可能であることが当業者には理解され
るであろう。リードフレームのリードをセンサ構成部品に電気的に接続するための他の技
術としては、半田バンプ若しくはボール、又はピラーバンプなどがある。センサ１６０は
、２から６ピンの又は必要に応じた他のピン数のシングルインライン（ＳＩＰ）パッケー
ジの形で提供され得る。
【００４４】
　[0034]第１のモールド部１７０は、ダイ１６２とリードフレームの１６８の取り囲まれ
た部分とを電気的に絶縁し機械的に保護するために、非導電性材料から成る。非導電性モ
ールド材料１７０に適切な材料には、熱硬化熱可塑性モールド化合物及び他の市販のＩＣ
モールド化合物などがある。
【００４５】
　[0035]第１のモールド部１７０の非導電性モールド材料は、ダイ１６２とリードフレー
ム１６８の一部とを取り囲むように、成形プロセス中にリードフレーム／ダイ組立部品に
適用される。非導電性の第１のモールド部１７０は、第１の面１７０ａと、第２の反対の
面１７０ｂと、を有する。非導電性の第１のモールド部の形状及び寸法は、特定のＩＣパ
ッケージに適するように選択される。
【００４６】
　[0036]第２のモールド部１７２は、第１のモールド部１７０の形成に使用されたものと
同一の非導電性モールド化合物でよい。いくつかの実施形態において、第２のモールド部
１７２は、第１のモールド部１７０に使用された材料とは異なる非導電性モールド化合物
又は他のモールド可能な材料である。
【００４７】
　[0037]いくつかの実施形態において、第２のモールド部１７２は、集中器を形成するた
めに軟強磁性材料から成る。当業者には明らかなように、軟強磁性材料の形で強磁性モー
ルド材料１７２を提供するために、様々な材料が適している。いくつかの実施形態におい
て、軟強磁性モールド材料は比較的低い飽和保磁力及び高い透磁率を有することが望まし
い。適切な軟強磁性材料には、パーマロイ、ＮｉＣｏ合金、ＮｉＦｅ合金、鋼材、ニッケ
ル、及び軟磁フェライトなどがあるがこれらに限定されない。
【００４８】
　[0038]第２のモールド部１７２は、１又は複数の成形プロセス中に、又は熱硬化接着剤
（例えば、二液型エポキシ（ｔｗｏ　ｐａｒｔ　ｅｐｏｘｙ））などの接着剤を使用して
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、第１のモールド部１７０に固定され得る。
【００４９】
　[0039]いくつかの実施形態において、第２のモールド部１７２と接触する第１のモール
ド部１７０の一部及び／又は非導電性モールド材料と接触するそのモールド材料の一部は
、２つの材料の間の接着性を高め、材料間の横方向の滑り又はずれを防止又は低減するた
めに、固定機構を有する。一例として、図示されるように、リードフレーム１６８は、非
導電性モールド材料を超えて延在して第２のモールド部１７２のモールド材料に取り囲ま
れる延長部１６８ｃ（又は、「返し部（ｂａｒｂ）」）を有する。このようなリードフレ
ームの延長部は、第２のモールド部／材料のリードフレーム自体への接着性を更に向上さ
せる。第２のモールド部１７２のモールド材料がこのようなリードフレーム部に接触する
ようにして、リードフレーム部を固定機構として利用するこのような実施形態においては
、リードが電気的に短絡して装置が意図したとおりに動作しなくなることを防止するため
に、第２のモールド部１７２は、非導電性であるか又は十分に低い導電性を有さなければ
ならばないことが理解されよう。代替的な形態の固定機構が使用されてもよい。
【００５０】
　[0040]引き続き図５を参照すると、センサ１６０は、この図では参照番号１７８で示さ
れるコイルも含む。実施形態において、コイル１７８は、パッケージレベルコイル、すな
わち、パッケージモールド部１７２に組み込まれるコイルである。コイル１７８は、コイ
ル１８と同一又は類似の機能を実行し得る。コイル１７８は、バックバイアス磁場を提供
するように感知素子１６４に対して位置決めされ、バックバイアス磁場は、ターゲットが
センサを通過するときにターゲットの輪郭を検出するために使用され得る。この目的を達
成するために、図示されるように、感知素子１６４がコイル１７８よりもターゲット１２
’に近くなるように、コイル１７８は、非導電性モールド材料１７０の第２の面１７０ｂ
に隣接して配置される。ある適用例においては、センサ１６０を１８０度回転させてコイ
ル１７８が感知素子よりもターゲットに近くなるようにすること、又はセンサを９０度回
転させて感知素子の主面がターゲットに垂直になるようにすることが望ましくなり得るこ
とがあり、それによって、例えば、感知素子が平面ホール素子とは異なる感知素子感度軸
を有する磁気抵抗素子である場合などに望ましくなり得るような、異なる種類の磁気感受
性のセンサを達成することは理解されよう。一実施形態においては、あるセンサ構成及び
感知素子の組み合わせのために、コイル１７８をその中央軸がダイ１６２の表面に平行に
なるように回転させることが望ましくなり得る。
【００５１】
　[0041]コイル１７８を形成するために、様々な技術及び材料が使用され得る。例えば、
コイル１７８は、コイルの巻き線の間に絶縁体を提供するように、様々な大きさの銅ワイ
ヤから及び様々な自動プロセスによって形成され得る。コイル材料の選択、ワイヤゲージ
の選択、巻き数、及び他のデザイン上の選択は、特定の用途に適するために、所望の強さ
の磁場を生成するように容易に変更可能である。特定の用途及びパッケージ配列に適する
ために望ましいように、コイル１７８は、巻きのそれぞれが、円形、長方形の一般的形状
若しくはほぼその形状、又は楕円形などの他の一般的形状であるように形成され得る。
【００５２】
　[0042]コイル１７８は、非導電性モールド材料１７０の第２の面１７０ｂに様々な手段
によって固定され得る。一例として、エポキシのような接着剤が、コイルを所定位置に固
定するために使用され得る。一たび所定位置に固定されたら、モールド材料１７２は、適
切な成形プロセス、例えば、射出成形などで形成され得る。
【００５３】
　[0043]第２のモールド部が、ここでは非導電性モールド材料の第２の面１７０ｂから第
２のモールド部の第２の端部１７２ｂまで延在する中央開口１８０を有するリング形状構
造を形成するように、第２のモールド部１７２を画定するために使用される型穴は心棒を
含み得る。モールド材料１７２は、従来からのＯ形状のリング構造又はＤ形状の構造を形
成してよい。あるいは、モールド材料１７２は、「Ｃ」又は「Ｕ」形状の構造などと説明
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され得るような、部分的にのみリング状の構造を形成してもよい。より全体的には、モー
ルド材料１７２は、非連続的な中央領域を備え、中央領域が外側領域と一体的に形成され
ない。このような中央領域は、図８の開口１８０の場合のような、空き領域でもよく、又
は、例えば強磁性モールド材料などのモールド材料を収容してもよい。第３のモールド材
料は、追加的な成形ステップ、又は「注封（ｐｏｔｔｉｎｇ）」若しくは別の成形ステッ
プを含むがそれに限定されない他の適切な加工技術によって、第２のモールド部１７２に
固定されるように形成され得る。第３のモールド材料は、硬強磁性材料、軟強磁性材料、
又は非強磁性モールド化合物から成り得る。
【００５４】
　[0044]図５の側面図から明らかなように、第２のモールド部１７２は、その第１の端部
１７２ａ（又は、第１の端部付近の位置）からその第２の端部１７２ｂへと先細り形状に
なる。具体的には、第２のモールド部は、その外周面１８２ａに第１の先細り形状を有し
、その内側中央開口面１８２ｂに第２の先細り形状を有する。先細り形状の目的は、セン
サ１６０を型穴から取り出し易くすることにある。面１８２ａ、１８２ｂの先細り形状の
角度は、互いに対して同一又は類似でよく、概して、面１８２ａ、１８２ｂの先細り形状
の角度は、約１５度から２０度未満である。いくつかの実施形態において、先細り形状の
角度は、約２度から７度程度である。いくつかの実施形態において、先細り形状１８２ｂ
は２つ以上の斜面を有し得る。
【００５５】
　[0045]センサは、リードフレームがダイの上方に配置されたリードオンチップ（ｌｅａ
ｄ　ｏｎ　ｃｈｉｐ）構成にも配列され得る。リードフレームをダイの活性面に固定する
ために、接着剤が使用され得る。
【００５６】
　[0046]図６を参照すると、代替的な磁場センサ１９０は、磁場感知素子１９４がその中
に配置された第１の活性面１９２ａ及びリードフレーム１９８の第１の面１９８ａのダイ
取付領域１９６に取り付けられる第２の反対の面１９２ｂを有する半導体ダイ１９２と、
ダイ及びリードフレームの少なくとも一部分を取り囲む第１のモールド部又は非導電性モ
ールド材料２００と、非導電性モールド材料の一部に固定される第２のモールド部又はモ
ールド材料２０２と、を含む。固定機構又は他の適切な機構が、第１及び第２のモールド
材料の間の接着性を高めるために設けられ得る。実施形態において、センサ１９０は、セ
ンサ１０と同一又は類似のものでよい。
【００５７】
　[0047]非導電性モールド材料２００は、図示されるように、リードフレーム１９８の第
２の面１９８ｂから離れる方向に延在する突起２０４を有する。突起２０４は、（モール
ド材料の第２の端部２０２ｂに隣接する）センサ１９０の底面に空洞ができるのを防止す
る。これは、空洞の存在がオーバーモールドをより難しくする可能性があるからである。
突起は、第２のモールド材料２０２の第２の端部２０２ｂまでの全体又はその一部のみに
延在し得ることが、当業者には理解されよう。図６に図示された実施形態においては、突
起２０４は、第２のモールド材料２０２の第２の端部２０２ｂの手前で終わっている。し
たがって、図示されるように、突起２０４の遠位端２０４ａは、第２のモールド材料２０
２によって覆われる。コイル２０６を超えて（例えば、コイル２０６よりも下方まで）延
在するように図示される突起２０４は、コイル２０６の下方ではない位置まで延在しても
よいこともまた理解されよう。突起２０４が、コイル２０６の下方ではない位置まで延在
する場合、第２のモールド材料２０２は、全体的に、突起２０４及びコイル２０６を取り
囲む。
【００５８】
　[0048]センサ１９０は、図１のコイル１８と同一又は類似のものでよいコイル２０６を
含む。ここで、コイル２０６は、非導電性モールド材料２００の突起２０４に対して同心
状に位置決めされているが、同心状の位置決めは必須ではないことは理解されよう。突起
２０４の先細り形状は、特定の適用例に適するように、廃され又は変更されてもよいこと
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は理解されよう。いくつかの適用例において、突起は、組立て又は製造中に、コイル２０
６のための位置合わせ機構として有用であり得る。ここでもまた、コイル２０６は、接着
剤によってモールド材料２００に固定され得る。しかしながら、代替的に、コイル２０６
は、突起２０４に対する締り嵌めを提供するような大きさ及び形状に形成され得、接着剤
を不要とし、モールド材料２００、リードフレーム１９８及びダイ１９２などの組立部品
がモールド材料２０２の形成のために型穴に設置されるときに、締り嵌めによってコイル
２０６がモールド材料２００に対して所定の位置に十分に保持され得るようにすることが
できる。
【００５９】
　[0049]センサ１９０は、モールド材料２０２を貫通して部分的にのみ延在し第２のモー
ルド材料２０２の第２の端部２０２ｂの手前で終わっている突起２０４を有するように図
示されているが、非導電性モールド材料の突起に対して（必須ではないが）同心状に配置
され得るコイルを含む類似のセンサは、第２のモールド材料２０２の第２の端部２０２ｂ
まで延在するような種類の突起を備えてよいこと、又は突起２０４は、第２のモールド材
料２０２の第２の端部２０２ｂを超えて延在してよいことは理解されよう。
【００６０】
　[0050]第２のモールド材料２０２は、リードフレーム１９８に近接した第１の端部２０
２ａからリードフレームから遠位にある第２の端部２０２ｂへと先細り形状になる。第２
のモールド材料２０２は、その外周面２０８ａ及びその内面２０８ｂの双方に沿って、そ
の第１の端部２０２ａからその第２の端部２０２ｂへと先細り形状になる。ここでもまた
、面２０８ａの先細り形状の角度は、約１５度から２０度未満程度でよい。内面２０８ｂ
の先細り形状の角度は、外周面２０８ａの先細り形状の角度と同一又は類似でよい。
【００６１】
　[0051]第２のモールド材料２０２は、ここでは、内面２０８ｂに画定される中央開口の
形で、非連続的な中央領域を有する。このモールド材料２０２の非連続的な中央領域は、
例えば、Ｏ形状、Ｄ形状、Ｃ形状又はＵ形状の構造を形成するように、様々な形状を取り
得る。
【００６２】
　[0052]第２のモールド材料は、非導電性材料、又は軟強磁性材料若しくは硬強磁性材料
などの強磁性材料の形で提供され得る。例えば、材料が軟強磁性材料である実施形態にお
いては、コイルによって生み出される磁場は、軟強磁性モールド材料によって要望通りに
集束又は別の方法で集中させられる。あるいは、材料が硬強磁性材料である実施形態にお
いては、コイルによって提供される磁場は、硬強磁性材料によって提供される磁場を変調
させるために使用され得、そうでない場合には（すなわち、硬強磁性モールド材料が存在
しない場合には）、コイルだけによって同一の磁場の強さを提供するために必要となるピ
ーク電流を減少することができる。バックバイアス機能がコイルによって提供されるので
、第２のモールド部／材料は、（図１０に図示されるように）全体的に廃され得、この場
合、コイルがその表面に取り付けられた非導電性モールド材料がパッケージされ、その結
果としてセンサＩＣを提供し得る。このような配列は、それぞれ本願の譲受人に譲渡され
、その全体が参照によって本明細書に組み込まれる米国特許第６，２６５，８６５号又は
米国特許第５，５８１，１７９号に記載されるような種類のパッケージにおいて提供され
得る。
【００６３】
　[0053]第２のモールド部／材料を含む適用例においては、そのようなモールド材料は、
リードフレームに近接した第１の端部からリードフレームから遠位にある第２の端部（又
はそのある部分）へと先細り形状になり得、装置を保護し電気的に絶縁するために、セン
サは、任意に、第３のモールド材料をオーバーモールドの形で含み得る。
【００６４】
　[0054]装置を保護し電気的に絶縁するために、センサ１９０は任意に、第３のモールド
材料２１０をオーバーモールドの形で含み得る。第３のモールド材料２１０は、第３のモ
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ールドステップ／プロセス中に又は任意の適切な加工方法によって適用され得る。オーバ
ーモールド２１０は、その目的が電気的な絶縁を提供することであるため、任意的なもの
であると考えられる。強磁性モールド材料２０２が十分な絶縁性を提供する（例えば、あ
る適用例において、約１メガオームを超える抵抗を提供する）実施形態においては、オー
バーモールド２１０は廃され得る。オーバーモールド２１０は、図１、図３、図４、図５
及び他の実施形態のセンサにも提供され得ることは理解されよう。オーバーモールド材料
２１０を提供するための適切な材料には、ＰＰＳ、ナイロン、住友ベークライト株式会社
のＳＵＭＩＫＯＮ（登録商標）ＥＭＥ、又はＨｅｎｋｅｌ　ＡＧ＆Ｃｏ．ＫＧａＡのＨｙ
ｓｏｌ（登録商標）モールド化合物などの標準的なダイ封入モールド化合物（ｄｉｅ　ｅ
ｎｃａｐｓｕｌａｔｉｏｎ　ｍｏｌｄ　ｃｏｍｐｏｕｎｄ）などがあるが、それらに限定
されない。
【００６５】
　[0055]図７を参照すると、代替的な磁場センサ２２０は、磁場感知素子２２４がその中
に配置された第１の活性面２２２ａ及びリードフレーム２２８の第１の面２２８ａのダイ
取付領域２２６に取り付けられる第２の反対の面２２２ｂを有する半導体ダイ２２２と、
ダイ及びリードフレームの少なくとも一部分を取り囲む非導電性モールド材料２３０と、
を含む。一実施形態において、センサ２２０は、センサ１０と同一又は類似のものでよい
。
【００６６】
　[0056]センサ２２０は、非導電性モールド材料２３０に固定、より詳細には、非導電性
モールド材料２３０によって取り囲まれたコイル２３２を含む。コイル２３２のワイヤは
、図示されるように、心棒又はボビン２３４の周りに巻かれ得る。例示的な一実施形態に
おいて、心棒２３４は、軟強磁性材料又はプラスチックから成り得、最終的な装置の一部
に残存し得る。他の実施形態において、心棒２３４は、コイル巻き工程において使用され
るが、最終的なパッケージの一部とはされない。心棒２３４及びコイル２３２は、リード
フレーム２２８のダイ２２２とは反対側の面２２８ｂに、接着剤又は他の固定機構によっ
て固定され得、組立部品が型穴に設置されて非導電性モールド材料２３０が形成されると
きに、コイル２３２がリードフレーム２２８に固定されるようになされ得る。
【００６７】
　[0057]１つ又は複数のモールド材料を有するパッケージを提供するための更なる詳細又
は代替的な技術は、２０１３年１月２４日に出願された「Ｍａｇｎｅｔｉｃ　Ｆｉｅｌｄ
　Ｓｅｎｓｏｒ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ　ｗｉｔｈ　Ｉｎｔｅｇｒａｌ
　Ｆｅｒｒｏｍａｇｎｅｔｉｃ　Ｍａｔｅｒｉａｌ（一体的強磁性材料を有する磁場セン
サ集積回路）」と題される米国特許出願第１３／７４８，９９９号を参照することで得る
ことができ、これは、本願の譲受人に譲渡され、その全体が参照によって本明細書に組み
込まれる。固定機構の他の実例は、接着材料、及び／又はモールド材料間に干渉及び／又
は連結機構を提供するように設計された様々な他の機構、の使用を含む。
【００６８】
　[0058]信号は、追加のピンを介してコイルに提供され得、コイルの外部接続を可能にす
る。信号は、交流信号、傾斜信号（ｒａｍｐｅｄ　ｓｉｇｎａｌ）、パルス信号、又はコ
イルに与えられたときに、変化する磁場を生成し得る任意の他の種類の変化する（例えば
、直流でない）信号でよい。あるいは、信号は、ダイへの結線を介して提供されてもよい
。例えば、コイル端子に接続されたワイヤは、ダイに半田付けされてよく、又はワイヤー
ボンドを介してダイに接続されてもよい。代替的実施形態において、リードフレームの一
部が、コイルワイヤ及びダイへの（例えば、ワイヤーボンドを介した）接続に使用されて
よい。モールド及びトリミング工程の後で、リードフレームのこれらの接続領域はリード
フレームの残りの部分との接続を解除されてよい。任意の他の適切な接続手段が使用され
得る。
【００６９】
　[0059]図８及び図９は、コイルを有する磁場センサのための更に別の種類のパッケージ
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ングを図示する。図８及び図９を参照すると、磁場センサ組立体２４０は、パッケージン
グされた磁場センサＩＣ２４２と、コイルユニット２４４と、ケース（又は筐体シェル）
２４６及び終端キャップ２４８を有する筐体と、を含む。ケース２４６は、開口（不図示
）を有する第１の端部２５０ａと、窓２５２を含む第２の端部２５０ｂと、を有する。こ
れらの要素のそれぞれが、ケース２４６の開口２５０ａを介して（図９の分解図に示され
るように、センサＩＣ２４２、次にコイルユニット２４４、続いて終端キャップ２４８の
順に）逐次配置されると、「完全に組み立てられた」磁場センサ組立体２４０は、図８に
図示される構成に示される形をとる。筐体は、全体として筒状の二分割筐体として図示さ
れているが、他の種類の筐体も同様に使用され得る。
【００７０】
　[0060]パッケージングされた磁場センサＩＣ２４２は、保護パッケージ本体の内部の磁
場センサチップに対応する第１のパッケージ部２５４と、導電リード２５６の形での第２
のパッケージ部と、を含むように図示される。電源と接地接続とに対応するリード及び出
力信号のためのリードの３つの導電リード２５６（図３及び図６の実施形態に示されるよ
うに、「３線式（ｔｈｒｅｅ－ｗｉｒｅ）」装置のため）があってよく、又は他の本数の
リードがあってもよい。コイルユニット２４４は、コイル（例えば、螺旋コイル、ソレノ
イドタイプコイル、軟強磁性コアを有するソレノイドタイプコイル、又は他の種類のコイ
ル構成であり得る）を収容するコイル本体部２５７と、導電リード２５８ａ及び２５８ｂ
と、を含み得る。コイル本体部２５７全体（内部のコイルを除く）のための材料は、プラ
スチック（又は他のモールド化合物）又は非強磁性材料を含む。
【００７１】
　[0061]あるいは、磁束集中器又はガイドを一体化するコイルユニットデザインのために
は、コイル本体部２５７の上部（すなわち、コイルとセンサ２４２ＩＣの感知素子との間
の部分）は、プラスチック（又は、他のモールド化合物）又は非強磁性材料から形成され
てよく、コイル本体部２５７の側部及び底部は軟強磁性材料から形成されてよく、磁気抵
抗経路（ｒｅｌｕｃｔａｎｃｅ　ｐａｔｈ）の減少、すなわちより効果的な磁束の案内、
を助ける。
【００７２】
　[0062]リードのうちの１つ、例えばリード２５８ａは、信号源への接続のための信号入
力である（例えば、図１に図示されるコイル入力線２６）。上述のように、信号源は、コ
イルに与えられたときに、変化する磁場を生成し得る変化する信号（すなわち、直流信号
でない）であり得る。他のリード、例えばリード２５８ｂは、基準電位（例えば、地面）
への接続のための接地端子である。コイルユニット２４４のコイルは、センサＩＣ２４２
と共通のノードがなくセンサＩＣ２４２から電気的に絶縁された状態で駆動され得る。し
かしながら、センサＩＣの接地とコイルユニットの接地とが結合されるならば、組立体２
４０は、外部接続のために１つ少ないピン／リードを有するように設計され得る。組立体
２４０において、パッケージングされたセンサＩＣのリード２５６及びコイルユニット２
４４のリード２５８は、ケース２４６の第１の端部２５０ａの開口部から、外に向かって
延在する。第１のパッケージ部２５４は、第１の本体面２６０がケース２４６の第２の端
部２５０ｂから外側に延在するように、窓２５２を通してケース２４６の内部に途中まで
配置される。センサ組立体２４０が適用先に実装されたとき、第１の本体面２６０は、タ
ーゲットの輪郭の近傍に位置することになる。
【００７３】
　[0063]図８及び図９の例示的な筐体は、上で参照された米国特許第５，５８１，１７９
号に記載されたものと類似の技術又は他の適切な技術によって組み立てられてよい。ケー
ス２４６は、前述の特許に記載されるようにポリマー絶縁材料で形成され得、又は、軟強
磁性材料で形成され得る。他の実施形態において、別個の磁束集中器が、組立体に含まれ
得る。
【００７４】
　[0064]図１０Ａ及び図１０Ｂは、非強磁性ターゲット１００１を検出するための磁気セ
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ンサシステム１０００の例を図示する。図１０Ａに図示されるように、センサシステム１
０００は、１つ又は複数の磁場感知素子１００２及び１００４を有する磁場センサ１００
３を含む。センサ１００３は、センサ集積回路又はダイ１０１５と、磁場１００６を生成
し得る１つ又は複数の磁気源（例えば、コイル又は、バックバイアス磁石などの磁石）１
００５と、を含み得る。２つの磁場感知素子１００２及び１００４を有するように図示さ
れているが、センサ１００３は、より少ない、又は３つ以上の感知素子を含んでよい。単
一の磁気源を有するように図示されているが、センサ１００３は、複数の磁気源を含んで
よい。当業者は認識するであろうが、センサ１００３が２つ以上の磁気源を有するならば
、それらの磁気源によって生成される磁場は、複数の個別の磁気源によって生成される単
一の、結合された磁場１００６とみなされ得る。図１０Ａ及び図１０Ｂに図示される１つ
又は複数の感知素子に対する磁気源の向きは事実上概略的なものであり、様々な実施形態
において変更され得ることにも留意されたい。例えば、センサ１００３（及び／又はダイ
１０１５）は、磁気源１００５とターゲット１００１との間に位置してもよい。他の実施
形態において、１つ又は複数の磁気源及び１つ又は複数の感知素子は、ターゲットに対し
て異なる位置を有してもよい。
【００７５】
　[0065]感知素子１００２及び１００４は、前述の図１から図９に対して上述した任意の
又はすべてのセンサと同一又は類似のものでよい。他の実施形態において、感知素子１０
０２及び１００４は、いくつかの共通の回路で接合された個別の磁場センサ、又は、それ
ぞれの感知素子を有する２つのセンサが個別のパッケージ内にあるならば、１つのセンサ
の出力が別のセンサに対する電気的入力として使用される個別の磁場センサであってよい
。上述のように、感知素子１００２及び１００４は、磁場１００６を生成するために磁気
源１００５（例えば、コイル及び／又は磁石）を含み得る。あるいは、磁気源１００５は
、ダイ１０１５から離れて実装されてもよい。このような実施形態においては、磁気源１
００５は、磁場１００６がターゲット１００１の本体と交差するように、ターゲット１０
０１に対して位置決めされ得る。図１０Ａ及び図１０Ｂにおいては、磁気源１００５はダ
イ１０１５の一部として図示されているが、これは必須ではない。様々な実施形態におい
て、磁気源１００５は、ダイ１０１５とは別体であっても、ダイ１０１５の一部であって
も、ダイ１０１５に近接して又はダイ１０１５上に実装又は配置されるなどしてもよい。
例えば、様々な実施形態において、磁気源１００５は、感知素子１００２及び／又は１０
０４によって検出され得る磁場１００６を磁気源１００５が生成し得るような、任意の構
成又は配列に配置され得る。このような構成及び配列の例は、図１から図９に関連して上
述されている。
【００７６】
　[0066]上述のように、磁場１００６は、永久磁石（例えば、硬強磁性材料）又は直流電
流若しくはゆっくりと変化する電流によって磁場を生成する電磁石によって生成される静
磁場であり得る。
【００７７】
　[0067]２つの感知素子１００２及び１００４を有するように図示されているが、システ
ム１０００は、ただ１つの感知素子を含んでもよく、又は３つ以上の感知素子を含んでも
よい。後述するように、１つ又は複数の感知素子は、ターゲット１００１の近接、存在、
速度、方向、及び他の特性の検出に使用され得る。
【００７８】
　[0068]一実施形態において、ターゲット１００１は、非強磁性ターゲットである。ター
ゲット１００１は、銅、アルミニウム、チタニウムなどの導電性材料を備え得、ターゲッ
ト１００１の表面内部、表面上、又は表面近くに渦電流が生じることを可能にする大きさ
及び厚さを有し得る。
【００７９】
　[0069]動作の際、磁気源１００５は、磁場１００６を生成し、感知素子１００２及び１
００４は、磁場１００６に応答又は磁場１００６を感知する。一実施形態において、感知
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素子１００２及び１００４は、信号１００２ａ及び１００４ａをそれぞれ生み出す。増幅
器１０３０及び１０３２は、これらの信号を受信して増幅し、プロセッサ１０３４に供給
する。プロセッサ１０３４は、次いで、信号を処理して、ターゲット１００１の存在、速
度、方向、位置、及び他の特性を判定する。他の実施形態において、回路の他の変形例が
、ターゲットの感知に使用され得る。
【００８０】
　[0070]ファラデーの電磁誘導の法則の作用を通じ、ターゲット１００１の本体は導電性
（及び／又は常磁性）であるので、磁場１００６は、ターゲット１００１の表面上又はそ
の近傍に渦電流（例えば、渦電流１０１０及び／又は渦電流１０１２）を誘導する。磁場
１００６が変化する磁場である場合、磁場における変化がターゲット１００１中に渦電流
を誘導する。磁場１００６が静磁場である場合、導電性のターゲットの磁場を通る運動が
、渦電流１０１０及び１０１２をターゲット１００１又は１００１’の内部に発生させる
。ターゲットの不規則な特徴又は形状は、誘導される渦電流の存在又は大きさに影響を与
え得る。
【００８１】
　[0071]説明を容易にするために、複数の渦電流１０１０及び１０１２が図示されている
。当業者は認識するであろうが、磁場１００６は、単一の渦電流又は複数の渦電流をター
ゲット１００１中に誘導し得、それらは足し合わされ、又は互いに結合されてターゲット
１００１の内部に結合された渦電流を形成する。ある実施形態において、磁気源１００５
は、整形された磁場１００６を生成するように構成され得る。換言すれば、磁気源１００
５は、様々なパターンへと互いに足し合わされる複数の磁場を生成し得、結果としての結
合された磁場は、相対的に強い局所領域と相対的に弱い局所領域とを有する。このような
実施形態においては、磁気源１００５は、複数のコイル、磁石、又は他の磁気源を備え得
る。磁場１００６を整形することによって、磁気源１００５は、ターゲット１００１中に
誘導される渦電流１０１０及び１０１２の位置、方向及び強さを制御することができる。
【００８２】
　[0072]ターゲット１００１の内部に形成された渦電流１０１０及び１０１２は、それら
自身の２次的な磁場を作り出し、これらの磁場はターゲット１００１中の磁場１００６の
変化に対抗する。磁場のこれらの変化は、例えば、磁気源１００５が磁場１００６の強さ
又は形状を時間とともに変化させることに起因し得る。他の実施形態において、磁場１０
０６が、静磁場（例えば、変化しない又はゆっくりと変化する磁場）であるならば、磁場
１００６を通るターゲット１００１の運動（例えば、回転）が、ターゲット１００１に、
磁場１００６への変化に帰結するような渦電流を生成させる。渦電流１０１０及び１０１
２によって起こされる磁場は、磁場１００６における変化に対抗する傾向があり、磁気感
知素子１００２及び１００４を流れる磁束の量を増加又は減少させ得る。したがって、渦
電流１０１０及び１０１２は、磁場感知素子１００２及び１００４によって生成される信
号の振幅を増加又は減少させる傾向がある。対照的に、ターゲット１００１が存在しない
ならば、渦電流又は対抗する磁場は誘導されず、したがって、磁場感知素子によって生成
される信号の振幅は増加又は減少しない。それ故、システム１０００は、ターゲットにお
ける渦電流の存在に起因する、感知素子１００２及び１００４によって生成される信号の
振幅の変化を検出することによって、ターゲット１００１の存在を検出することができる
。
【００８３】
　[0073]磁場１００６が静磁場である場合、磁場を通るターゲットの運動は、渦電流１０
１０及び１０１２に変化を起こす。図１０Ａに図示されるように、ターゲット１００１の
表面上の点１０２０は、それが磁気源１００５から比較的遠いときには無視し得る磁場を
有し得る。点１０２０がセンサ１００３上の点１０２２に接近すると、点１０２０は磁場
１００６の増加する大きさに晒され、それによって、変化に対抗する渦電流１０１０を作
り出す。同様に、点１０２０がセンサ１００３上の点１０２４を通過すると、磁気源１０
０５からの磁場の減少に遭遇し、したがって、この変化に対抗する渦電流１０１２を作り
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出す。
【００８４】
　[0074]ターゲットの回転方向が矢印１０２６に示される方向であるならば、渦電流１０
１０は、磁場感知素子１００４によって感知される場を減少させ、渦電流１０１２は、磁
場感知素子１００２によって感知される場を増加させる。回転の方向が逆であるならば、
渦電流１０１２及び１０１０は反対の大きさになり、すなわち、渦電流１０１０は、磁場
感知素子１００４によって感知される場を増加させ、渦電流１０１２は、磁場感知素子１
００２によって感知される場を減少させる。したがって、磁場感知素子１００２及び１０
０４によって生成される信号の振幅は、ターゲットの回転方向に依存する。それ故、シス
テム１０００は、システム１０００内に空間的に配置された感知素子１００２及び１００
４によって生成される信号の変化を検出することで、ターゲット１００１の回転方向を検
出できる。
【００８５】
　[0075]磁場感知素子１００２及び１００４は、それらの間に物理的な距離があるように
空間的に配置され得る。このように感知素子の間を空けることで、各感知素子１００２及
び１００４が、ターゲット１００１の異なる局所的領域で渦電流によって生成される磁場
を検出することを可能にする。例えば、図示されるように、感知素子１００２は、渦電流
１０１２により近く、感知素子１００４は、渦電流１０１０により近い。したがって、感
知素子１００２によって感知される磁場は、渦電流１０１２からより大きな影響を受け、
感知素子１００４によって感知される磁場は、渦電流１０１０からより大きな影響を受け
る。
【００８６】
　[0076]ターゲット１００１は、特徴１０１４のような不規則な特徴も有し得る。特徴１
０１４は、谷、間隙、窪み、非導電性領域、導電性のより小さい領域、又は磁場１００６
及び１００８によって誘導される渦電流１０１０及び１０１２を変化させる任意の種類の
領域であり得る。別の実施形態において、特徴１０１４は、ターゲットの歯、隆起、突起
であるかもしれない。別の実施形態において、例えば、それに限られるわけではないが、
回転中心からのおよそ３つの異なる径方向の距離、すなわち谷、通常の径、及び歯のよう
な、間隙及び突起の組み合わせも可能である。したがって、特徴１０１４が、磁場１００
６又は１００８に隣接するとき、ターゲット１００１中に誘導される渦電流は、特徴１０
１４が磁場１００６又は１００８に隣接しないときに誘導される渦電流とは異なり得る。
例えば、特徴１０１４が、間隙又は非導電性領域であるならば、領域１０１４中に渦電流
は誘導され得ず、対抗する磁場は発生し得ない。あるいは、渦電流は特徴１０１４中に誘
導され得るが、この渦電流は、ターゲット１００１の本体中に誘導される渦電流１０１２
又は１０１０とは異なる強さ又は大きさを有し得る。
【００８７】
　[0077]センサ１００３及び感知素子１００２又は１００４は、特徴１０１４の存在に起
因する磁場の変化を検出し得、特徴１０１４が検出されたことを示す信号を生成し得る。
ターゲットが特定の速度で回転しているとするならば、特徴１０１４が感知素子１００２
及び１００４のそばを通過するときに、信号１００２ａ及び１００４ａに山又は谷が現れ
得る。プロセッサ１０３４は、これらの山及び谷を検出して処理し、速度、存在、位置、
回転方向などを判定し得る。
【００８８】
　[0078]別の実施形態において、ターゲット１００１の本体は非導電性で、一方、特徴１
０１４は導電性であり得る。この場合、渦電流は特徴１０１４中には誘導され得るが、タ
ーゲット１００１の本体中には誘導され得ない。したがって、特徴１０１４がセンサ１０
０２又は１００４に隣接するときのみ、対抗する磁場が存在し得る。
【００８９】
　[0079]図１０Ｂは、不規則な形状のターゲット１００１’を有するシステム１０００の
別の実施形態を図示する。（図１０Ｂにおいて楕円形として示されるような）不規則な形
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状に起因して、ターゲット１００１’が回転してセンサ１００２及び１００４を通過する
とき、ターゲット１００１’の本体のある部分はセンサ１００２及び１００４により近く
なり得る一方、他の部分はより離れ得る。例えば、図示されるように、ターゲット１００
１’の領域１０１６はセンサ１００４に対して、領域１０１８がセンサ１００２に対する
よりも、近くにある。
【００９０】
　[0080]領域１０１６は、領域１０１８よりも磁界１００６の近くにあり、渦電流は磁界
１００６によって誘導されるので、渦電流１０１０は、渦電流１０１２よりも強くなり得
る。したがって、渦電流１０１０によって生成される磁場は、渦電流１０１２によって生
成される磁場よりも強くなり得る。更に、渦電流１０１０によって生成される磁場はセン
サ１００４に対して、渦電流１０１２によって生成される磁場がセンサ１００２に対する
よりも、近くにあるので、渦電流１０１０は、センサ１００４の内部の磁気感知素子を流
れる磁束に対してより大きい影響を有し得る。したがって、領域１０１６中に誘導される
磁場は、領域１０１８中に誘導される磁場とは、異なる応答をセンサに提供し得る。換言
すれば、センサ１００２及び１００４は、センサに隣接するターゲット１００１’の領域
が、センサから相対的に近くにあるか又は相対的に離れているかを、センサによって検出
される磁場に渦電流が影響を与える程度に基づいて、検出することができる。したがって
、システム１０００は、ターゲット１００１’が移動するとき、不規則な形状のターゲッ
ト１００１’のどの領域がセンサに隣接するかに基づいて、ターゲット１００１’の位置
、速度、及び／又は方向を判定することができる。
【００９１】
　[0081]楕円形のターゲットとして図示されているが、ターゲット１００１’は、ターゲ
ット１００１’のある領域がセンサにより近くなり得る一方、他の領域がより離れ得る限
りは、任意の不規則形状を有してよい。例えば、ターゲット１００１’は、歯車、ラック
ピニオンシステムの歯の付いたラック、角を有する正方形若しくは長方形、又はセンサ１
００２及び１００４に対して移動可能な突起若しくは他の特徴を有する任意の他の形状で
あってよい。
【００９２】
　[0082]磁場１００６及び１００８が静的な（すなわち、直流）場である場合、ターゲッ
ト１００１及び１００１’の不規則な特徴若しくは形状及び／又はターゲットの運動は、
ターゲット中に渦電流を誘導し得る。渦電流は、導体を通る変化する磁場によって起こさ
れることを思い出されたい。したがって、ターゲットが静止しており、磁場が静的である
ならば、ターゲットと交差する磁場は変化していないため、渦電流は生じない。しかしな
がら、ターゲットが静磁場を通って移動又は回転すると、ターゲットの本体中に渦電流が
作り出される。ターゲット１００１又は１００１’が不規則な特徴又は形状を含まないな
らば、ターゲットが回転すると、ターゲットの１００１の本体中に一定の強さを有する渦
電流が誘導される。ターゲットが移動している限り、これらの渦電流はターゲット１００
１の存在の検出に使用され得る。ターゲット１００１の速度が変化すると、渦電流の大き
さ及び渦電流によって生成される磁場の強さもまた変化する。したがって、センサは、渦
電流によって生成される磁場の強さを測定することによって、ターゲットの速度も検出す
ることができる。
【００９３】
　[0083]ターゲット１００１及びターゲット１００１’の特徴及び不規則な形状が磁場を
通って移動すると、渦電流（及び、したがって、渦電流によって生成される磁場）は変化
する。例えば、ターゲット１００１が回転し、特徴１０１４が磁場を通って移動すると、
磁場を通過する特徴１０１４の不規則な形状又は導電性が、ターゲット１００１中の渦電
流の変化を引き起こす。同様に、ターゲット１００１’の不規則な形状が磁場を通って回
転するにつれて、ターゲット１００１’の領域がセンサに対して相対的により近づくよう
に又は相対的により離れるように移動する。これもまた、ターゲット１００１’中に誘導
された渦電流を変化させる。これらの変化は、センサ１００２及び１００４によって、タ
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ーゲットの存在、ターゲットの運動、ターゲットの速度などとして検出され得る。
【００９４】
　[0084]ある構成おいて、システム１０００は、ターゲット１００１の運動の方向を検出
することが可能であり得る。一実施形態において、システムは、ターゲットの異なる位置
を検出するような方向に向けられた２つのセンサ１００２、１００４から成る。例えば、
ターゲット１００１が時計回り方向に回転しているならば、特徴１０１４は、まずセンサ
１００２のそばを通過し、次にセンサ１００４のそばを通過する。したがって、センサ１
００２によって生成される特徴１０１４の存在を示す信号が、センサ１００４によって生
成される信号よりも先行する。逆に、ターゲット１００１が反時計回り方向に回転してい
るならば、センサ１００４によって生成される特徴１０１４の存在を示す信号が、センサ
１００２によって生成される信号よりも先行する。センサ１００２及びセンサ１００４に
よって生成される位相関係信号を監視することによって、システム１０００は、ターゲッ
ト１００１の速度及び方向を判定できる。
【００９５】
　[0085]回転するターゲットとして図示されているが、ターゲット１００１は、ラックピ
ニオンシステムのラックなどの直線状のターゲット、又はセンサ１００２及び１００４に
対して移動し得る任意の他の種類のターゲットでもよい。
【００９６】
　[0086]図１１は、磁場を感知するためのプロセス１１００の流れ図である。ブロック１
１０２において、回路（例えば、図１の集積回路２０）は、コイル（例えば、コイル１８
）に変化する電流を駆動し得る。一実施形態において、変化する電流は、交流電流、鋸波
パターン電流、パルス電流、直流電流、又はほぼ直流の電流などの周期的な電流でよい。
上述のように、コイルを流れる電流は、変化する磁場を生成する。ブロック１１０４にお
いて、センサ（例えば、センサ１０）は、ターゲットに対して位置決めされる。あるいは
、ターゲットがセンサに対して位置決めされてもよい。ターゲットは、導電性ターゲット
、強磁性ターゲット、磁石、電磁石、又は磁場を生み出す他の種類のターゲットでよい。
ブロック１１０６において、コイルからの結合された磁場及びターゲットからの磁場の強
さを表す信号が生み出される。信号は、例えば、感知素子１６によって生み出される。ブ
ロック１１０８において、信号は、磁場の強さの期待値と比較される。ブロック１１１０
において、ターゲット１２の存在によって生成される期待される磁場への変化を表す信号
が生み出される。この信号は、ターゲットのセンサへの近接を表し得る。この信号は、タ
ーゲットの特性のうち、ターゲットの近接、位置、速度及び方向を演算するために使用さ
れ得る。
【００９７】
　[0087]図１２は、磁場を感知するための別のプロセス１２００の流れ図である。ブロッ
ク１２０２において、非強磁性ターゲットが、磁場源に近接して配置される。例えば、図
１０Ａのターゲット１００１が、センサ１００２及び／又は１００４に近接して配置され
得る。ブロック１２０４において、磁石又は電磁石によって磁場が生成される。磁場はタ
ーゲットと交差し、感知素子１００２及び／又は１００４によって感知され得る。ブロッ
ク１２０６において、渦電流がターゲット中に誘導され、渦電流によって起こされる磁場
の変化が検出される。
【００９８】
　[0088]変化する磁場を生成する磁気センサ及びシステムの例示的な実施形態は、多種多
様な用途に適用可能であることを理解されたい。例えば、一実施例においては、集積され
たコイルを有する磁気センサは、シートベルト検出のために最適化される。別の実施例に
おいては、磁気センサは、約０．５ｍｍから約３ｍｍ程度のエアギャップでの座席位置検
出のために最適化される。他の実施形態においては、センサは、１ｃｍほどのエアギャッ
プのために最適化され得る。別の実施形態においては、磁気センサは、自動車の変速機、
車輪、又は回転軸の運動の検出に最適化される。
【００９９】
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　[0089]本特許の主題である様々な概念、構造及び技術を説明するのに役立つ好ましい実
施形態について説明したが、これらの概念、構造、及び技術を含む他の実施形態を用いる
ことができることは当業者にとって明らかであろう。様々な実施形態に関連して図示され
説明された様々な特徴は、選択的に組み合わせ得ることが理解されよう。したがって、本
特許の範囲は説明された実施形態に限定されるべきものではなく、むしろ、以下の特許請
求の範囲の趣旨及び範囲によってのみ限定されるべきであると考えられる。本明細書で引
用されるすべての参考文献は、これによってその全体が参照により本明細書に組み込まれ
る。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４Ａ】

【図４Ｂ】 【図５】
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【図６】

【図７】

【図８】

【図９】 【図１０Ａ】
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【図１０Ｂ】 【図１１】

【図１２】
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